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○ 国土交通省は、「人々の生き生きとした暮らしとこれを支える活力のある経済社会、日々の安全、美しく良好な環境、多様性
ある地域を実現するためのハード、ソフトの基盤を形成すること」を使命として、国土の総合的な利用・開発及び保全、社会資本
の整備並びに交通政策を推進している。
○ 美しく良好な環境の保全・再生・創造は、国土交通行政の最重要テーマの一つである。
○ 大量生産・大量消費を中心とした社会システムから、循環型・自然共生型の持続可能な社会システムへの変革を図ることが
必要不可欠であり、社会システムの見直しを視野に入れつつ、国土交通行政の環境面からの改革を進めることが必要。

国土交通省環境行動計画 （平成１６年６月策定）

環境の保全・再生・創造は国土交通行政の本来的使命

基本的な考え方

①行政の全段階を通じた環境負荷の低減
環境の保全・再生・創造を目指して、構想段階及び計画段階から最終段階に至るまで、国土交通行政の全段階を通じた環境負
荷の低減を促進する。

②広域・流域の視点の重視
個別の対策を図るだけでは限界があり、共通目標のもと、広域・流域の視点から、環境改善対策を総合的に検討する。

③施策の総合的・集中的投入
個々の事業の実施において個別に対応するだけではなく、目標を有し、各主体が参加して総合的な計画を樹立し、それに従っ
て各種施策を効果的に組み合わせ、集中的に投入していく。

④国民各界各層との連携・協働と情報の共有化の促進
市民、ＮＰＯ、企業等国民各界各層との連携と協働の体制を確立し、目標を共有するとともに、個々の施策の実施に当たっては、
その社会的な費用と効果を十分に分析し、国民の理解と参加を得ながら実施する。

４つの視点



国土交通省の主な環境施策
良好な自然環境の
保全・再生・整備

～生物多様性に資する取組み～

運輸部門
○自動車交通対策
・自動車単体対策及び走行形態の環境配慮化

・交通円滑化対策、道路整備

○環境負荷の小さい交通体系の構築

・物流の効率化
・公共交通機関の利用促進

民生部門（住宅・建築物）
・住宅・建築物の省エネ性能の向上

一酸化二窒素対策
・下水汚泥の高温燃焼（850℃）

吸収源対策
・都市緑化等の推進

• 里地里山の保全・活用

• 良好な河川・海岸環境の保全・再生・
整備

• 藻場・干潟等の保全・再生・創出

• 海洋汚染への対応

• 健全な水・物質循環系の構築

• 世界水フォーラム・アジア太平洋水サ
ミット

• 水環境改善の取組み

• 計画決定プロセスにおける環境の内在
化

• 環境教育

• 建設副産物に関するリサイク
ルの取組み

• 交通分野におけるリサイクル
の取組み

• 下水道施設を活用した資源・
エネルギー循環システムの
構築

• 国内及び国際間における循
環資源物流システムの構築

• 海面処分場の計画的な確保
•環境的に持続可能な交通（EST)の実現
•地域公共交通の活性化及び再生
•ヒートアイランド対策
•コンパクトなまちづくり

各部門の地球温暖化対策

・交通環境分野におけるアジアを巡る国際連携の強
化
・船舶版アイドリングストップの推進
・社会資本分野におけるCDMの推進
・観測・監視体制の強化

施策の集中的・総合的投入

地球温暖化対策の国際連携

地球温暖化対策

健全な自然環境の確保

水・物質循環系の構築

自然環境確保の仕組み

リサイクルの取組み

資源・エネルギー
の循環・適正廃棄

循環型社会構築
のための取組み



地球温暖化対策



2005
（速報値）

産業部門 ４６６百万トン
（-3.2％） [+0.2%]

運輸部門 ２５７百万トン
（+18.1％） [-1.8%]

業務その他部門 ２３４百万トン
（+42.2％） [+3.1%]

家庭部門 １７５百万トン
（+37.4％） [+4.5%]

エネルギー転換部門 ７４百万トン
（+9.7％） [-0.6%]

工業プロセス ５４百万トン
（-13.7％） [+1.1%]
廃棄物（焼却等） ３７百万トン
（+61.1％） [+1.0%]
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エネルギー転換部門（発電所等）

運輸部門（自動車・船舶等）

家庭部門

工業プロセス

廃棄物 (焼却等）

業務その他部門（商業・ｻｰﾋﾞｽ・事務所等）

産業部門（工場等）

部門別にみたわが国の部門別にみたわが国のCOCO２排出量２排出量
• CO2排出量は２００５年度（速報値）で、１２億９，７００万トン。基準年（１９９０年度）比１３．３％増。

• 産業部門では基準年比で減少する一方、業務その他、家庭、運輸部門では基準年比で増加。



• 2001年度以降、運輸部門からの排出量は減少傾向を示している。
• 貨物自動車は１９９６年度をピークにして減少、自家用乗用車は２００１年度をピークに減少
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2005年度（速報値）

○トラック輸送の効率化
・トラックの大型化や自営転換の進展
車両総重量24～25tの車両の保有台数
8万台(2002年度)→11万台（2004年度）
トラック全体に占める営業用トラック
の輸送量割合
77.2%（1997年度）→86.1%（2004年度）

○乗用車の燃費の改善
・トップランナー基準による燃費改善
・自動車グリーン税制（2001年度～）の効果
低公害車登録台数は約968万台。
自家用乗用車登録台数
約3500万台（1990年度末）
→ 約5600万台（2004年度末）

1990  91 92         93        94         95          96        97          98         99       2000       01         02         03         04   05 06 07         08          09      2010      

運輸部門における運輸部門におけるCOCO２排出量２排出量



運輸部門

自動車単体対策
及び走行形態の
環境配慮化
約８２０万ｔ

交通流対策
約５１０万ｔ

物流の効率化
約８４０万ｔ

公共交通機関
の利用促進等
約２８０万ｔ

環境負荷の小さい交通体系の構築

約２，４５０万ｔ-CO2 削減
※2002年度からの目標値

トップランナー基準による削減量
約２，1００万ｔ-CO2削減
※1998年度からの目標値

自動車交通対策

（国土交通省以外の担当分野を一部含む）

断熱性の向上
空調設備等の
効率化

断熱性の向上
空調設備等の
効率化

約3400万ｔ
CO2削減

一酸化二窒素（笑気ガス）対策

下水汚泥の高温燃焼（８５０℃）
約130万ｔ
CO2削減

産業部門

建設施工分野における低燃
費型建設機械の普及

約20万ｔ
CO2削減

二酸化炭素吸収源対策

都市緑化等の推進
約28万ｔ

CO2吸収

クリーンエネルギー自動車を含
む低公害車の普及促進
エコドライブの普及促進等
サルファフリー燃料・バイオマス
燃料

鉄道、海運の利用促進
自動車輸送の効率化
国際貨物の陸上輸送距離削減

ＩＴＳの推進
路上工事の縮減
等

鉄道等新線の整備
既存鉄道・バスの利用促進
通勤交通マネジメント 等

住 宅： 約850万ｔ 建築物：約2550万t
・一定規模以上の住宅、建築物の新築・増改築・大規模修繕時等に
おける届出の義務付け等（省エネ法改正）
・住宅金融公庫融資・証券化ローンの枠組みの活用
・日本政策投資銀行融資、税制等による支援 等

建築物建築物

住 宅住 宅

民生部門（住宅・建築物）

道路整備

幹線道路ネット
ワークの整備
ボトルネック対策

従来から進めてきてい
る施策であり、2010年
のCO2排出量算定の
前提

国土交通省の地球温暖化対策国土交通省の地球温暖化対策



約１３０万tの削減

約８０万tの削減
○ 大型トラック（車両総重量8トン
以上又は最大積載量5トン以上）
に対し、90km/h以上で走行でき
ないようにする装置を義務付け。
＜CO2排出削減効果＞

31.5～66.6万トンCO2
※17年度、速度抑制装置による高速
道路における排出削減効果（推計）

EMS用機器の導入
費用の一部を補助

エコドライブの普及促進等 大型トラックの最高速度抑制

輸送用燃料におけるバイオマス由来燃料

約３００万tの削減 約１３０万tの削減

＜バイオマス・ニッポン総合戦略
（平成18年3月31日閣議決定）＞

バイオマス輸送用燃料の利用の促進
・国が導入スケジュールを示し、利用に必要な環境
を整備
① 利用設備導入に係る支援
② 利用状況等を踏まえ、海外諸国の動向も参考と
しつつ、多様な手法の検討

○ これを受け、生産体制、供給体制、安全・環境
性能の検証について政府全体で検討中。

クリーンエネルギー自動車の普及促進

○自動車運送事業者等へのエコドライブ管理
システム（EMS）の普及によるエコドライブの推進

◎エコドライブ10
のすすめ

自動車単体対策及び走行形態の環境配慮化（対策例）自動車単体対策及び走行形態の環境配慮化（対策例）

○燃費改善効果
１５％程度燃費が改善
（例） 燃費が10ｋｍ／Ｌの車の場合, 
11.5ｋｍ／Ｌに １４０円／Ｌのガソリ
ンが１２２円／Ｌに （リッター当たり
18円お得）

○ 自動車グリーン税制
（2001年度から実施、1017万台(05年度までの累計)対象）
・電気自動車（燃料電池自動車を含む。）、CNG自動車などの低公
害車や低排出ガス認定及び低燃費車(ハイブリッド車やLPG自動車
を含む。）に対し、自動車税(税率を概ね50%軽課等)、自動車取得税
(税率2.7％軽減等)を軽減。

○次世代低公害車開発・実用化促進事業（2002年度から）
・ディーゼルに代替する「次世代低公害車」の開発・実用化を促進す
ることを目的として、車両を試作し、公道走行試験を実施する等によ
り技術基準の整備等を行う。



＜自動車グリーン化税制による軽減措置＞
○自動車の燃費性能・排出ガス性能に応じて、平成１６年度より
軽減措置を実施。
○自動車グリーン化税制等を２年間延長し、さらに、燃費基準を
策定した重量車においては、新たに軽減措置を策定。

○ １９９９年のトップランナー基準の策定以降、自動車メーカーの
積極的な取組及びグリーン税制等の効果により、２００４年度末現
在、約８割以上（出荷ベース）のガソリン自動車が２０１０年度燃費
基準を達成。
○ ２００４年度において、１９９５年度と比較して約２２％燃費性能
が改善。

＜ガソリン乗用車の新車平均燃費値の推移＞
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※上の図の燃費値は、１０・１５モード法により測定した燃費値

・乗用車、小型バス、小型貨物車を対象。
・目標年度は、２０１５年度。
・この基準が達成された場合、２０１５年度の乗用車の燃費
は、２００４年度と比較して２３．５％改善。
・新基準はこれまでの改善（９５→０４年度：約２２％改善）を
上回る改善を求める厳しい水準。

乗用車等の新しい燃費基準案の策定にむけて
（本年７月を目途に策定）

・軽油を燃料とする車両総重量３．５トン超の貨物自動車及
び乗車定員１１人以上の乗用自動車を対象。
・目標年度は２０１５年度。
・この基準が達成された場合、２０１５年度の重量車の燃費
は、２００２年度と比較して１２．２％改善。
・世界で初めて重量車（トラック・バス等）の燃費基準を策定。

重量車（トラック・バス等）燃費基準の策定

トップランナー基準による自動車の燃費改善トップランナー基準による自動車の燃費改善



ディーゼル重量車の排出ガス規制値の比較
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0.25

世界最高水準の排出ガス規制

次世代低公害車の開発・実用化の促進

排ガス検査の高度化使用過程車対策の充実・強化

自動車排出ガス対策の充実・強化自動車排出ガス対策の充実・強化

○非接触式NＯx測定機器(RSD:
リモート・センシング・デバイス)
による測定結果を活用した啓
発・指導事業を実施

○市場抜き取り方式による使用過
程車の排出ガス試験を実施し、
通常の使用状況下で排出ガス
性能が維持されていない自動車
について、その要因を分析する。

○PMに係る排ガス検査
において、黒煙だけで
なく青煙等も計測でき
るオパシメータを全国
の車検場に導入し、
検査の高度化を図る。

○さらに、NＯx検査導入等の排出ガス検査の高度化に向けたNＯx等
の検査方法の開発に取り組む。

①自動車排出ガス規制については、2005年（平成17年）10月から、従来
の規制レベルに対してＮＯｘを41％、ＰＭを85％低減（低減率はいずれ
もディーゼル重量車の例）させた世界で最も厳しいレベルの新長期規
制を実施している。

②2009年（平成21年）には、ＮＯｘ・ＰＭについて、より厳しい、世界最高レ
ベルの排出ガス規制（ポスト新長期規制）を導入する予定。

③このほか、三大都市圏においては、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく使用過
程車への規制を環境省と連携して行っている。

④また、排ガス性能に優れた低公害車の導入を支援するため、補助金、
グリーン税制等の税制優遇措置、低利融資などの措置を行っている。

低公害車普及促進対策費補助

反射板RSD本体

ナンバー読取装置

表示板

RSDの設置例




